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ICTに関わるユーザー・ベンダーの信頼関係構築
～ICT関係者のパートナーシップ確立に向けて～

ISSJ 情報システム学会
「情報システムのあり方と人間活動」研究会資料

２０１０年１１月１３日

DICインフォメーションサービス㈱

小田 滋

Agenda
• 自己・自社紹介

– ビジネスモデルー業務システムー情報システムの変遷
– システム保守・維持のコスト（当日）

• 要約
• 緒言
• 主部

– システム開発の現状
– システム開発の問題点
– システム開発の改善点

パートナーシップを阻害する6つの課題
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– パートナーシップを阻害する6つの課題
– 阻害要因を5つの点から分析 考察

• 要件定義
• 見積
• 契約
• 建設業CM方式
• 共有すべきリスク

– システム開発に思うこと
– パートナーシップ構築に向けて

• 結言
• 謝辞
• 参考資料・文献・付録

講演者略歴

• 1977年DICに入社後、事業部で新製品開発

• 1990年原料部門で国際調達の組織立上げと
購買情報のDWH構築。

• ２０００年市場開発部で新事業の創出

S. Oda, DIC Information Service Inc. 3 2010/11/13

２０００年市場開発部で新事業の創出

• ２００１年情報システム部門

• ２００３年DIC情報システム部長

• ２００９年より現職

• 経済産業省やJUASの部会・委員会・ｺﾝｿｼｱﾑ
のメンバー

DIC製品群
DIC製品群印刷インキにはじまり、有機顔料、合成樹脂へ
とファインケミカルをベースに製品を展開

印刷インキ事業部門 51％
DICの主力製品である印刷インキを扱っています。コア事業と

してグローバルに市場をリードしており、その規模と多彩さは
他の追随を許しません。世界シェア印刷インキ３０％でトップ

ニューグラフィックアーツ事業部門 12％

有機顔料（世界シェア２５％でトップ）、液晶材料、記録材料を取り
扱っています ディスプレイなどの表示デバイスに向けた製品を展

<ビジネスモデルー業務システムー情報システムの変革>

扱っています。ディスプレイなどの表示デバイスに向けた製品を展
開しています。

合成樹脂事業部門 18％

合成樹脂、樹脂関連製品、ポリマ添加剤などの化学製品を供
給しています。塗料、建材、自動車、電気・エレクトロニクス部
品、繊維など幅広い業界で利用されています。

ケミカルソリューション事業部門 18％

「色彩」と「化学」から生み出される様々な加工製品を扱います。多
様な産業分野に建材や粘着製品、エンジニアプラスチックなどを通
じてソリューションを提供しています。

指標は2009年度
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DIC概要

• 商号： DIC株式会社 （DIC Corporation）

• 本店： 東京都板橋区坂下三丁目35番58号

• 本社（本店事務取扱所）：東京都中央区日本橋三丁目7番20号

• 創業： 1908年2月15日（明治41年）

• 設立： 1937年3月15日（昭和12年）

<ビジネスモデルー業務システムー情報システムの変革>

設立 年 月 日（昭和 年）

• 売上高： 7,578億円(日本４７％)＊１

• 営業利益： 278億円(日本６０％)＊１

• 資本金： 912億円＊２

• 従業員： 22,583人＊１（単体3,326人）
– （日本人は約6,000人２７％）

数値は＊１2010年3月末＊２2010年6月末

・創業100周年の2008年に大日本インキ化学工業株式会社から
DIC株式会社に社名を変更

DIC本社

ｺｰﾎﾟﾚｰﾄﾍｯﾄﾞｸｫｰﾀｰ
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ＤＩＣグループの経営の
基本的考え方

Color & Comfort by Chemistry － 化学で彩りと快適を提案する

絶えざるイノベーションにより、顧客・社会・地球環境の持続可能な発展に
貢献する新たな価値の創造に全力を傾ける。

<ビジネスモデルー業務システムー情報システムの変革>

DICは2008年2月に創業100周年を迎え、社名・ブランドデザインを変更し、同時にDICグループとしての新しい経営の基本的な考え方
「The DIC WAY」を定め、第二の創業をスタートしました。
「The DIC WAY」は経営ビジョン・経営姿勢・行動指針の３つの原則で構成し、その中心に「The DIC SPIRIT」を置いています。

•社会の変化に対する感性を磨き、時代をリードする使命感を持つ
•社会と地球環境の持続可能性を意識した活動を行う
•The DIC SPIRIT（創業の精神）を磨き続ける
•社員一人ひとりが自立性を持つ
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DICグローバルオペレーション

北米16社
欧州54社

アジア67社

Sun Chemical Group
NA-LA-EMEA

DIC Group
Asia-Oceania

<ビジネスモデルー業務システムー情報システムの変革>

・2010年3月末で63カ国203社（国内44社、海外159社）

アフリカ7社

アジア67社

オセアニア2社

日本44社

中南米13社

Operations in different geographic areas

345,619 128,390 188,931 94,909

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

JPY MM

Japan

America

Europe

Asia & Oceania
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DICｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽ概要

• 商号： DICインフォメーションサービス株式会社

• 本社： 東京都千代田区外神田2-16-2第2ﾃﾞｨｰｱｲｼｰﾋﾞﾙ

• 事業： ソフトウェアの開発・販売、受託サービス

• 従業員数： ８５名（２０１０年３月末日現在）

売 高 億 年度

<ビジネスモデルー業務システムー情報システムの変革>

• 売 上 高： ３３億円（２００９年度）

• 取引先： DIC単体と極東の関係会社

・国内のｼｽﾃﾑ、ﾈｯﾄﾜｰｸならびに極東の基幹システムの開発

第2ディーアイシービル
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ＤＩＣにおけるコンピュータの歴史

1964年
コンピュータ
導入

1964~1972

実績集計型

（バッチ処理主体）

1973~1978

作業指示型

（ｵﾝﾗｲﾝ処理主体）

1979~1984

作業支援型

（ｵﾝﾗｲﾝ対話型主体）

シ
ス
テ
ム
再
構
築

事
業
部
独
自
シ
ス
テ
ム

1985
~1990 1991～現在

個別システム
統廃合

保有プログラム

3万本

常用プログラム

1万本

汎用機系
大
量
デ
ー
タ
処
理
シ
ス
テ
ム

<ビジネスモデルー業務システムー情報システムの変革>

オープンシステム系

1985～1992
ワークステーション

ｵﾝﾗｲﾝ処理

表計算

ワープロ

1993～1997
D-mail

（社内パソコン通信）

1995～

E-mail
インターネット

事業所LAN WAN

（事業所間ﾈｯﾄﾜｰｸ）

イ
ン
ト
ラ
ネ
ッ
ト

1997～現在

DIC情報ハイウェイ
電子商取引

電子購買

CRM

DWH

ｅｔｃ．

１９６４ 現在

情
報
活
用
シ
ス
テ
ム
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法規制等（化学品管理、貿易管理）

製造指令書管理

企業ポータル

間
接

材
）

C

人事管理・給与

<ビジネスモデルー業務システムー情報システムの変革>

エンタープライズシステム

受注･生産・在庫

財務

連結決算・財務会計

購
買

(原
料

・

C
R

M

出荷管理設備保全

DWH・管理会計

予算・事業計画作成
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・エンタープライズシステムは大体この様に収束すると考える

ＤＩＣ Gr. 情報システム部門の役割

 

IS戦略

評価

IS
活用

個別IS
企画

個別IS
導入

個別IS
企画評価

個別プロジェクト・マネジメント

IS戦略実行マネジメント

IS運用

IS保守

IS戦略

策定

事業戦略策定 事業戦略策定

IS戦略

評価

IS
活用

個別IS
企画

個別IS
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個別IS
企画評価

個別プロジェクト・マネジメント

IS戦略実行マネジメント

IS運用

IS保守

IS戦略
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事業戦略策定 事業戦略策定

課題

<ビジネスモデルー業務システムー情報システムの変革>
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ＤＩＣ情報システム部がＩＳ戦略策定・評価を担当

IS戦略実行マネジメント

IT基盤構築・維持・管理

セキュリティ

資産管理

システム監査

人的資源管理 契約管理 コンプライアンス事業継続計画

非差別化領域
アウトソース

差別化領域
インソース

差別化領域
パートナリング

出典：経済産業省「ＵＩＳＳタスクフレームワーク」をもとにガートナーが加筆修正

IS戦略実行マネジメント

IT基盤構築・維持・管理

セキュリティ

資産管理

システム監査

人的資源管理 契約管理 コンプライアンス事業継続計画

非差別化領域
アウトソース

差別化領域
インソース

差別化領域
パートナリング

出典：経済産業省「ＵＩＳＳタスクフレームワーク」をもとにガートナーが加筆修正

要約

• JUASでは過去2年間、主要ユーザー企業とベンダー企業の議論を通じて
パートナーシップ関係強化を報告書にまとめた
– “IT経営普及促進に向けた調査研究報告書” 平成21年度METI委託調査

• JUASでは毎年“企業ＩＴ動向調査”を行い、システムにおける課題を現場目
線・経営目線・ＩＣＴ目線で分析している
– また“ソフトウエアメトレックス調査”では、システム開発について定量分析を試みて

いる

• ユーザー企業においては、“経営者・システムオーナー・システム利用者”と
“社内ＩＴ‘ｅｒ”は区分され 社内ＩＴ‘ｅｒはＩＴベンダーにより近い立場となるが社内ＩＴ ｅｒ は区分され、社内ＩＴ ｅｒはＩＴベンダ により近い立場となるが
、ＩＴ業界が歴史が若いせいかパートナーシップ確立のためにはユーザー企
業とベンダー企業のコミュニケーション能力に、問題がありそうである。

• IT経営普及促進に向けた調査研究報告書ではパートナーシップ確立の阻
害要因として以下の6つが挙げられている
– ①要件定義不十分②開発費用不透明③開発工程不透明④契約不完全⑤品質未

確定⑥取引関係不平等
• 講演者はJUASにおける活動や自社の開発経験を含めて ICTに携わる者

のスタンスについて“ユーザー企業社内IT’er”と“ベンダー企業”は対峙す
るのではなくパートナーシップを確立すべきとの見解を述べ、方法論につい
ても言及する。
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緒言

• 情報システムの一括請負契約におけるユーザーとベンダー間の諸問題、特にベ
ンダーの開発リスクとそれに伴うユーザーのリスク負担の不透明性を解決するた
めにパートナーシップ の議論がなされた．

• 一括請負については、契約の観点からも多段階契約が好ましく、要件定義フェー
ズは成果物の品質がその受託ベンダーの誠意に負うところがあるものの、一括
請負よりは健全であるとの考えが示されている． 経済産業省よりモデル契約書
の第1版と追補版が公表されている．第 版 追補版 公表され る

• 情報システムにも多くの種類があるが大型の基幹業務システムの開発に関わる
議論を中心とする．開発リスクの源泉を要求仕様、要件定義を中心とした相互の
情報伝達と信頼性の欠如が主因とした分析がなされている．主としてベンダーと
ユーザー（企業）の問題が取りざたされているが、ユーザー企業を１．社内IT‘erと
２．システム・オーナー（管理部門）かつまたは経営者、３．システム・ユーザー（シ
ステムにアクセスする直接の利用者）に分類し相互の情報伝達と信頼性の向上
を模索した．

• なお新たなビジネスモデルのシステム化などのまったく新規のシステム開発はリ
スクもきわめて高くよりいっそうの相互理解と協調が必要である．
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システム開発の
工期・予算・品質の状況
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＜システム開発の現状＞

工期満足度
半分以下

予算満足度

・残念ながらユーザーとベンダーの良好な関係は長年にわたり構築されていない
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出典：社団法人日本情報システム・ユーザー協会「企業IT動向調査2009」

予算満足度
半分

品質満足度
２／３
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工期遅延理由分析

要件仕様の決定
遅れ
20%

RFP内容不適当
4%

システム化
目的不適当

1%

受入検査不十分
3%

総合テストの不足
5%

プロジェクトマネー
ジャーの管理不足

6%
その他

7%

＜システム開発の問題点＞

要件定義までが不十分３９％

・工期遅延理由では要件定義までの不備が４０％を占める

要件分析作業
不十分

15%

開発規模の増大
14%

自社内メンバーの
選択不適当

4%

発注会社選択ミス
4%

構築チーム能力
不足
9%

テスト計画不十分
8%

出典：社団法人日本情報システム・ユーザー協会「ユーザー企業ソフトウェアメトリックス調査2010」

要件定義 不十分

変更管理不十分１４％ P参照
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主な委託先に対する満足度
＜システム開発の改善点:ベンダー＞
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08年度　（n=654）

07年度　（n=457）

06年度　（n=597）

09年度　（n=722）

08年度　（n=655）

07年度　（n=456）

06年度　（n=597）

新
技
術
へ
の

対
応
力

価
格

見
積
り
金
額
の

妥
当
性

提
案
力

非常に満足 満足 普通 不満 非常に不満

出典：社団法人日本情報システム・ユーザー協会「企業IT動向調査2010」

技術対応
３０％

価格
３７％

見積妥当性
３６％

提案力
３６％
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信頼性向上のための施策

 

3%

2%

2%

39%

30%

28%

14%

16%

12%

44%

51%

57%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要求仕様書への性能要件の記載(n=773)

要求仕様書への信頼性要件の記載(n=774)

要求仕様書への運用要件の記載(n=767)

＜システム開発の改善点:ユーザー＞

・要求仕様書に性能・信頼性・運用の各要件を記載せず、作成も他人任せ
で、リスクを考慮しない工期設定をしている場合が少なからずある

11%

12%

12%

42%

40%

43%

8%

11%

15%

39%

37%

30%

要求仕様書の自社での作成(n=768)

ユーザー（オーナー）による
要求仕様のレビュー(n=772)

プロジェクトリスクを考慮した工期(n=772)

すべてのシステムで実施 システムの特性に応じ実施 ミッションクリティカルなシステムのみ実施 実施していない

出典：社団法人日本情報システム・ユーザー協会「企業IT動向調査2008」
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パートナーシップ構築の対象範囲
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出展：経済産業省委託調査 平成２１年度IT経営普及促進に向けた調査研究報告書 JUAS
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ベンダー企業とユーザー企業の
パートナーシップを阻害する６つの課題

 発注段階では要件を確定させることが難しい
要件をまとめることができない（弱発注者の存在）
どこまでがユーザーの責任範囲、どこまでがベンダーの責任範囲であるのか、
前提条件が不明確
要件定義における工学的アプローチが不足
定めるべき要件（非機能要件）の明確化
要件変更に関する共通認識がない
用語が各ベンダーにより異なる

A．要件未確定

要件未確定
非機能要件の見積りが難しい
リスクを部分が不透明
費用算出に関する業界標準がない

Ｂ．開発費用が不透明

発注段階では要件を確定させることが難しい
要件をまとめることができない（弱発注者の存在）
どこまでがユーザーの責任範囲、どこまでがベンダーの責任範囲であるのか、
前提条件が不明確
要件定義における工学的アプローチが不足
定めるべき要件（非機能要件）の明確化
要件変更に関する共通認識がない
用語が各ベンダーにより異なる

A．要件未確定

要件未確定
非機能要件の見積りが難しい
リスクを部分が不透明
費用算出に関する業界標準がない

Ｂ．開発費用が不透明

＜システム開発の改善点：ベンダーとユーザー＞

用語が各ベンダーにより異なる

体制・マネジメント状況がユーザー側に見えない
請負契約によるブラックボックス化する

C．開発工程が不透明

未契約での着手
請負契約によりリスクが固定される
タイム＆マテリアル契約の問題

Ｄ．契約問題

要件未確定
品質を担保する仕組みがない

Ｅ．品質

ベンダー側に遠慮がある
ベンダー依存（丸投げ）
コミュニケーションの不足

Ｆ．対等でない関係

用語が各ベンダーにより異なる

体制・マネジメント状況がユーザー側に見えない
請負契約によるブラックボックス化する

C．開発工程が不透明

未契約での着手
請負契約によりリスクが固定される
タイム＆マテリアル契約の問題

Ｄ．契約問題

要件未確定
品質を担保する仕組みがない

Ｅ．品質

ベンダー側に遠慮がある
ベンダー依存（丸投げ）
コミュニケーションの不足

Ｆ．対等でない関係

出展：経済産業省委託調査 平成２１年度IT経営普及促進に向けた調査研究報告書 JUAS
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平成20年度の抽出課題と
平成21年度検討テーマ

昨
年
度
抽
出
課
題

昨
年
度
抽
出
課
題

A．
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未確定

Ｂ．

開発費用
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契約問題

Ｅ．

品質

Ｆ．

対等で
ない関係

昨
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度
抽
出
課
題

昨
年
度
抽
出
課
題

A．
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未確定

Ｂ．

開発費用
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C．

開発工程
が不透明

Ｄ．

契約問題

Ｅ．

品質

Ｆ．

対等で
ない関係

＜システム開発の改善点：ベンダーとユーザー＞

１）

要求定義・
要件定義
の再整理

１）

要求定義・
要件定義
の再整理

２）

見積り作
業の可視
化・標準化

２）

見積り作
業の可視
化・標準化

３）

契約方式
と仕様変
更のあり方

３）

契約方式
と仕様変
更のあり方

５）

情報サービ
ス産業が
建設業CM
方式の
適用可能
性

５）

情報サービ
ス産業が
建設業CM
方式の
適用可能
性

６）

共有すべ
き「リスク」
項目の
明確化

６）

共有すべ
き「リスク」
項目の
明確化

４）

欧米の
契約形態
（参考）

４）

欧米の
契約形態
（参考）

今
年
度
検
討
テ
ー
マ
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き「リスク」
項目の
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出展：経済産業省委託調査 平成２１年度IT経営普及促進に向けた調査研究報告書P43 JUAS

パートナーシップ6つの課題

Ｆ．対等でない
関係

Ｅ．品質

Ｄ．契約問題

Ｃ．開発工程
が不透明

Ｂ．開発費用
が不透明

Ａ．要件未確定

＜システム開発の改善点：ベンダーとユーザー＞

６）共有すべき
[リスク」項目

の明確化

５）情報サービ
ス産業が建設
業ＣＭ方式の
運用可能性

３）契約方式と仕様
変更の在り方

４）欧米の契約形態

２）見積作業
の可視化・

標準化

１）要求定義・
要件定義の

再整理
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要求定義・要件定義の再整理

• 用語定義の必要性

• 業務そのものの理解の共通化

– 業務

– 業務要件

＜要件定義の課題＞

– 要件定義

• 要求と要件の違いと役割について

2010/11/1322S. Oda, DIC Information Service Inc.

・ユーザーも業界用語を使うが少なくとも業界内では共通の言葉であることが多い

システム化の流れと各用語との関係図

超上流源流 開発上流 開発下流 運用

システム
保守・運用

利活用事業戦略・企画の検討

商品サービス

顧客（販売店）

システムの方向性

システム化計画 要件定義
システム

設計

要求仕様書

(Dream,

Demand

Desire 

要件定義書

(Requirement)
設計書

コード化

テスト

プログラム

ビジネスモデル検討 業務モデルの検討 情報システムの作成 業務・情報システムの運用

超上流源流 開発上流 開発下流 運用

システム
保守・運用

利活用事業戦略・企画の検討

商品サービス

顧客（販売店）

システムの方向性

システム化計画 要件定義
システム

設計

要求仕様書

(Dream,

Demand

Desire 

要件定義書

(Requirement)
設計書

コード化

テスト

プログラム

システム
保守・運用

利活用事業戦略・企画の検討

商品サービス

顧客（販売店）

システムの方向性

システム化計画 要件定義
システム

設計

要求仕様書

(Dream,

Demand

Desire 

要件定義書

(Requirement)
設計書

コード化

テスト

プログラム

ビジネスモデル検討 業務モデルの検討 情報システムの作成 業務・情報システムの運用

＜要件定義の課題＞

システム

設備

要員・組織

（アウトソーシング）

資材、原料

資金

To want)

（利用部門が作成） （情報システム
部門又はベン
ダーが作成）

（ベンダーが作成） （情報システム部門
が運用し、業務部門
が利活用する）

システム

設備

要員・組織

（アウトソーシング）

資材、原料

資金

To want)

（利用部門が作成） （情報システム
部門又はベン
ダーが作成）

（ベンダーが作成）

システム

設備

要員・組織

（アウトソーシング）

資材、原料

資金

To want)

（利用部門が作成） （情報システム
部門又はベン
ダーが作成）

（ベンダーが作成） （情報システム部門
が運用し、業務部門
が利活用する）

出展：経済産業省委託調査 平成２１年度IT経営普及促進に向けた調査研究報告書P47 JUAS

2010/11/1323S. Oda, DIC Information Service Inc.

システム化の流れと各用語との関係図
 

要求

(Dream)(Demand)

(Desire)(To Want)

超上流源流 開発上流 開発下流 運用

システム保
守・運用

利活用
事業戦略・企画の検討

商品サービス

資材 原料

顧客（販売店）

システムの方向性

システム化計画 要件定義
システム

設計

要件定義書

(Requirement)

業務要件

ｼｽﾃﾑ要件

設計書

コード化

テスト

プログラム

（ユーザーが作成）

ビジネスモデル検討 業務モデルの検討 情報システムの作成 業務・情報システムの運用

要求

(Dream)(Demand)

(Desire)(To Want)

超上流源流 開発上流 開発下流 運用

システム保
守・運用

利活用
事業戦略・企画の検討

商品サービス

資材 原料

顧客（販売店）

システムの方向性

システム化計画 要件定義
システム

設計

要件定義書

(Requirement)

業務要件

ｼｽﾃﾑ要件

設計書

コード化

テスト

プログラム

（ユーザーが作成）

ビジネスモデル検討 業務モデルの検討 情報システムの作成 業務・情報システムの運用

＜要件定義の課題＞

・少なくとも要求と要件とに誤解が生じないことが重要

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

構想書

システム

設備

要員・組織

（アウトソーシング）

資材、原料

資金

（ユーザー又はベンダーが作成）

（ベンダーが作成）

（ユーザーが利活用する）
設計要求仕様書

（Specification）

見積・開発契約デザイン

(Business Design)

(System Sketch)

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

構想書

システム

設備

要員・組織

（アウトソーシング）

資材、原料

資金

（ユーザー又はベンダーが作成）

（ベンダーが作成）

（ユーザーが利活用する）
設計要求仕様書

（Specification）

見積・開発契約デザイン

(Business Design)

(System Sketch)

用語の定義には「共通フレーム２００７」の活用が好ましい

2010/11/1324S. Oda, DIC Information Service Inc.

出展：経済産業省委託調査 平成２１年度IT経営普及促進に向けた調査研究報告書P47 JUAS
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要件の構造の考え方
 

業務 受注見込情報収集販売予測精度改善需要連動の調達・生産の
実現

需要連動の調達・生産の
実現

ニーズドリブンの製品開
発の実現

原材料倉庫の集約

・・・

原材料在庫削減

製品在庫削減

売上高伸長

・・・

損益の改善

・営業利益：2,000億

・営業利益率：10%

経営

要件要求役割

業務 受注見込情報収集販売予測精度改善需要連動の調達・生産の
実現

需要連動の調達・生産の
実現

ニーズドリブンの製品開
発の実現

原材料倉庫の集約

・・・

原材料在庫削減

製品在庫削減

売上高伸長

・・・

損益の改善

・営業利益：2,000億

・営業利益率：10%

経営

要件要求役割 具体化

＜要件定義の課題＞

・要求・要件定義書の作成時期と、共同作業の必要性はどうか

情報
システム

画面設計、帳票設計、画
面遷移、処理設計、

システム方式

受注見込入力機能

日次集計処理性能
100,000件/分

受注見込情報収集

受注見込日次集計

受注見込日次集計

輸送計画の日次立案

・・・

輸送ルートの最適化

・・・

実現

情報
システム

画面設計、帳票設計、画
面遷移、処理設計、

システム方式

受注見込入力機能

日次集計処理性能
100,000件/分

受注見込情報収集

受注見込日次集計

受注見込日次集計

輸送計画の日次立案

・・・

輸送ルートの最適化

・・・

実現

出展：経済産業省委託調査 平成２１年度IT経営普及促進に向けた調査研究報告書P49 JUAS

2010/11/1325S. Oda, DIC Information Service Inc.

社内IT’erの役割

• 社内IT’erは、外部に対する窓口として以下の責
務を負う。
– システム・オーナーや経営者はベースラインがぶれ

ないように業務要求を提示し、ビジョン・スコープ記述
書をまとめる。

＜要件定義の課題＞

– システム・ユーザはユーザー要求を示す。機能につ
いてはユースケース記述書にまとめられる。

– 非機能については一部は機能要求に反映されるも
のと直接設計書に反映される場合がある。これによ
って利用者に対して有効なシステムとなる。

・要求仕様書をまとめる流れは・・・

2010/11/1326S. Oda, DIC Information Service Inc.

業務要求
（理由と目的）

品質属性
（使用性 移植性 完全性

ユーザー要求
（目標と仕事）

業務ルール
（主として規制・規定）

ビジョン／スコープ記述書

機能的 非機能的
当社に限らず

非機能要件に関して
のチェックが甘い

要求情報の関係
＜要求工学＞

誰が何をどうしたい
目的と適用範囲は

（使用性・移植性・完全性・
効率性・堅牢性）

機能要求

（目標と仕事）

外部
インターフェース

システム要求

制約

ソフトウェア要求仕様書

ユースケース記述書

・ここではぶれないビジョンとスコープが肝心。

出典：Software Requirements by K. E. Wiegers
ソフトウェア要求 渡部洋子監訳 Ｐ９

2010/11/1327S. Oda, DIC Information Service Inc.

要求工学

要求開発 要求管理

要求引き出し 要求分析 仕様作成 妥当性確認 変更管理

次頁参照

要求工学
＜要求工学＞

・現場は事実を語っていても、必ずしも“全て”と“真実”を語っていない！

要求の引き出し（獲得）→分析→仕様作成→妥当性確認（検証）を繰り返す

要求引き出し 要求分析 仕様作成 妥当性確認

再評価

明確化 再作成

修正及びギャップの解消
出典：Software Requirements by K. E. Wiegers

ソフトウェア要求 渡部洋子監訳 Ｐ１２，６０

2010/11/1328S. Oda, DIC Information Service Inc.

仕様変更に関する重要な
示唆・課題

• ユーザー企業からの指摘
– 仕様変更の必然性
– コスト
– 請負契約に関する問題
– ベンダーの実力

＜要求工学＞

• ベンダー企業からの指摘
– 仕様変更に関する前提条件
– 委任契約の問題点

• まとめ
– 契約形態と仕様変更のタイプ
– 発注に関するユーザー企業の責任
– 請負契約の再認識

2010/11/1329S. Oda, DIC Information Service Inc.

変更管理も重要

マーケティング担当・顧客・管理職等

分析･文書化･
レビュー･折衝

要求

＜要求工学＞

ベースライン要求

要求変更
プロセス

プロジェクト
環境

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ担当
顧客

管理職等

要求変更 プロジェクト変更

要求開発

要求管理 修正後の
ベースライン

現在の
ベースライン

・要求開発と要求管理の境界がベースライン要求

出典：Software Requirements by K. E. Wiegers
ソフトウェア要求 渡部洋子監訳 Ｐ１５

2010/11/1330S. Oda, DIC Information Service Inc.
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発注者の対応と工期の関係

 発注者としての対応と大規模ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（500人月以上）の工期

工 期 ： 5 0 0 人 月 以 上

1 4 %

1 3 %

9 %

1 6 %

1 1 %

9 %

1 3 %

1 7 %

7 %

4 3 %

3 3 %

2 5 %

4 0 %

3 6 %

2 6 %

4 4 %

3 1 %

2 1 %

4 3 %

5 4 %

6 6 %

4 4 %

5 3 %

6 5 %

4 4 %

5 2 %

7 2 %

0 % 2 0 % 4 0 % 6 0 % 8 0 % 1 0 0 %

で き て い る ( n = 6 5 )

普 通 ( n = 5 2 )

で き て い な い ( n = 3 2 )

で き て い る ( n = 6 2 )

普 通 ( n = 5 3 )

で き て い な い ( n = 3 4 )

で き て い る ( n = 7 8 )

普 通 ( n = 4 2 )

で き て い な い ( n = 2 9 )

要
求

仕
様

委
託

先
の

評
価

委
託

先
の

進
捗

管
理

＜要件定義確立の報酬＞

・要求仕様・委託先の評価・委託先の進捗管理・委託先とのコミュニケーションの

いずれも“できている”場合の工期遵守率は高い

（C）JUAS 2009

開 発チーム

7 %

1 5 %

1 0 %

0 %

2 1 %

4 1 %

3 1 %

1 1 %

7 2 %

4 4 %

5 9 %

8 9 %

で き て い な い ( n = 2 9 )

で き て い る ( n = 9 1 )

普 通 ( n = 4 9 )

で き て い な い ( n = 9 )委
託

先
と

の

ｺ
ﾐ
ｭ

ﾆ
ｹ

ｰ
ｼ

ｮ
ﾝ

予 定 通 り 完 了 あ る 程 度 は 予 定 通 り 完 了 予 定 よ り 遅 延

・業務 部 門の責 任 要求 仕様 の 明確 化、効果発 揮、

・情報 シス テム部門 の 責 任 委託 先の 管 理 、評 価、コミュニケー シ ョン

・ Project Ownerの リー ダー シップ （業 務 を十 分に理 解 し、信 頼 できる技術 者の 選 択）

要件 定義 の 評価 、プロジェクトの岐 路 で の指 示、効 果 発揮 指 示

Project Owner

Project Manager

2010/11/1331S. Oda, DIC Information Service Inc.

出典：社団法人日本情報システム・ユーザー協会「企業IT動向調査2009」P151

品質、工期での発注者の対応と顧客満足度の関係

 
発注者としての対応と
大規模ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（500
人月以上）の予算

予 算 ：500人月 以上

9%

12%

6%

8%

11%

9%

6%

17%

7%

11%

8%

0%

46%

37%

34%

48%

34%

35%

50%

33%

24%

47%

33%

11%

45%

52%

59%

44%

55%

56%

44%

50%

69%

42%

59%

89%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

できている(n=65)

普通(n=52)

できていない(n=32)

できている(n=62)

普通(n=53)

できていない(n=34)

できている(n=78)

普通(n=42)

できていない(n=29)

できている(n=91)

普通(n=49)

できていない(n=9)

要
求

仕
様

委
託

先
の

評
価

委
託

先
の

進
捗

管
理

委
託

先
と

の

ｺ
ﾐｭ

ﾆ
ｹ

ｰ
ｼ
ｮﾝ

予定通り完了 ある程度は予定通り完了 予定より超過

＜要件定義確立の報酬＞

・要求仕様・委託先の評価・委託先の進捗管理・委託先とのコミュニケーションの
いずれも“できている”場合の予算・品質遵守率も高い

発注者としての対応と
大規模ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（500
人月以上）の品質

品 質 ： 5 0 0 人 月 以 上

12%

10%

3%

10%

4%

18%

8%

14%

7%

11%

8%

0%

55%

54%

47%

66%

52%

30%

64%

51%

25%

59%

46%

22%

33%

36%

50%

25%

44%

52%

29%

35%

68%

30%

46%

78%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

できている(n=66)

普 通(n=50)

できて いない(n=32)

できている(n=61)

普 通(n=54)

できて いない(n=33)

できている(n=77)

普 通(n=43)

できて いない(n=28)

できている(n=91)

普 通(n=48)

できて いない (n=9)

要
求

仕
様

委
託

先
の

評
価

委
託

先
の

進
捗

管
理

委
託

先
と

の

ｺ
ﾐｭ

ﾆ
ｹ

ｰ
ｼ

ｮ
ﾝ

満足 ある程度 は満足 不 満

2010/11/1332S. Oda, DIC Information Service Inc.

出典：社団法人日本情報システム・ユーザー協会「企業IT動向調査2009」P153,155

要求仕様の明確さとプロジェクト全体の満足度

満足 やや不満 不満 未回答

件数 39 2 1 42
割合 92.86% 4.76% 0.00% 2.38% 100.00%
件数 194 56 7 11 268
割合 72.39% 20.90% 2.61% 4.10% 100.00%

件数 83 79 13 6 181
割合 45.86% 43.65% 7.18% 3.31% 100.00%

件数 8 6 3 2 19
割合 42 11% 31 58% 15 79% 10 53% 100 00%

プロジェクト全体満足度
合計仕様明確度

非常に明確

かなり明確

ややあいまい

非常にあいまい

＜要件定義確立の報酬＞

出典：社団法人日本情報システム・ユーザー協会「ユーザー企業ソフトウェアメトリックス調査2010」

割合 42.11% 31.58% 15.79% 10.53% 100.00%

件数 324 143 23 20 510
割合 63.53% 28.04% 4.51% 3.92% 100.00%

合計

・要求仕様が明確であれば9割以上満足。

2010/11/1333S. Oda, DIC Information Service Inc.

要求仕様の変更発生と工期遅延度
工期遅延度 工期遅延度

仕様変更発生 予定よ

り早い

予定通

り 

<10％ <20％ <50％ ≧50％ 合計 20％以上

の割合 

件数 3 10  1 2  16 

割合(%) 18.75 62.50  6.25 12.50  100.00 変更なし 

工期遅延度 -34.13 0.00  18.37 32.22  -1.22 

12.50% 

件数 16 174 13 17 19 8 247 

割合(%) 6.48 70.45 5.26 6.88 7.69 3.24 100.00 
軽微な変更

が発生 
工期遅延度 -28.80 0.00 7.05 13.78 30.90 67.63 4.02 

10.93% 

件数 6 49 10 7 11 7 90 

＜要件定義確立の報酬＞

出典：社団法人日本情報システム・ユーザー協会「ユーザー企業ソフトウェアメトリックス調査2009」

件数

割合(%) 6.67 54.44 11.11 7.78 12.22 7.78 100.00 
大きな変更

が発生 
工期遅延度 -20.28 0.00 5.85 16.10 27.06 82.94 10.31 

20.00% 

件数 2   3 1 6 

割合(%) 33.33   50.00 16.67 100.00 
重大な変更

が発生 
工期遅延度 0.00   30.69 62.50 25.76 

66.67% 

件数 25 235 23 25 35 16 359 

割合(%) 6.96 65.46 6.41 6.96 9.75 4.46 100.00 合計 

工期遅延度 -27.39 0.00 6.53 14.62 29.75 74.01 5.73 

14.21% 

 

・要求仕様の変更は工期に多大なる影響を及ぼすので変更管理は慎重に（P5参照）

2010/11/1334S. Oda, DIC Information Service Inc.

パートナーシップ6つの課題

Ｆ．対等でない
関係

Ｅ．品質

Ｄ．契約問題

Ｃ．開発工程
が不透明

Ｂ．開発費用
が不透明

Ａ．要件未確定

＜システム開発の改善点：ベンダーとユーザー＞

６）共有すべき
[リスク」項目

の明確化

５）情報サービ
ス産業が建設
業ＣＭ方式の
運用可能性

３）契約方式と仕様
変更の在り方

４）欧米の契約形態

２）見積作業
の可視化・

標準化

１）要求定義・
要件定義の

再整理

2010/11/1335S. Oda, DIC Information Service Inc.

見積金額＝生産物×生産性×単価

この中にリスクがあるが、リスク要因の見える化によるリスク低下を図る。そのため
の考え方や基準を作成する

見積標準体系
＜見積：リスク＞

従来の方式 新方式

契約フェーズを細分化し、か
つ生産物量、生産性、単価、
残存リスクをベンダーから提
示してもらい、ユーザーとベ
ンダーが協力して、リスクを
減らし、プロジェクトが成功
するように努力する

見積
提示
額

見積原価

リスク

見積原価 見
積
提
示
額

リスク

2010/11/1336S. Oda, DIC Information Service Inc.

出展：経済産業省委託調査 平成２１年度IT経営普及促進に向けた調査研究報告書P112 JUAS
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タイプ１（現状） タイプ２ タイプ３

要件定義書を基に見積

（リスクはベンダー負担）

要件定義書を基に見積

（ただしリスクを発注者に明
示）

確認修正済みの要件定義
書を基に見積

（残存小リスクを発注者に明
示）

リスクは明示できないので
必要に応じて加算

必要作業費用とリスクを分
離して提示

必要作業費用と残存小リス
クを分離して提示

リスク表の使い方（設計製作編）

＜見積：リスク＞

作業実施 作業実施 作業実施

評価配分

（仕様変更はベンダー側の
負担となることが多い）

評価配分

（前提のリスクと比較して清
算）

評価配分

（要件定義書は確認済みで
あり残存小リスク分のみを
清算）

生産物、生産性、単価の表
示なし

生産物、生産性、単価の表
示あり

生産物、生産性、単価の表
示あり、

＊ﾀｲﾌﾟ１~３を使い分ければよいが、タイプ３が増加することを期待したい
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要件定義 価格見積 価格交渉 実装
（基本設計

～結合テスト）

保守・運用

ユーザー

ベンダー

共通

・リスク標準を参考に
要件定義書の精度、
充足度を向上させるこ
とが出来る

・見積精度の向上
が得られるので、
両者間で納得感
のある見積となる

・品質やリスク度合
いが共有されるので
前向きな価格折衝が
可能になる

・曖昧な仕様が少な
いので計画通りの
実行が可能となる

・品質の良いシステム
が提供されるので保
守運用の負荷が軽減
される

・一定レベルのドキュ
メントが提供されるの
で 運用品質も安定

価格モデル適用の効果
～要件定義完了後の開発請負契約～

＜見積：リスク＞

で、運用品質も安定
する

ユーザー ・要件定義書を基にし
て高い精度で価格が
把握でき、無駄な機能、
過剰機能の要求を防
ぐことが出来る。

・リスクを減らした
見積結果を入手
でき公平な評価
が可能になる

・何を変更すれば望
む結果が得られるの
か判断でき、仕様変
更の効果が確認でき
る

・仕様変更の問い合
わせや折衝が少な
いので、負荷が軽
減される

・稼働率、稼動品質の
信頼性が高くユー
ザー満足度が高い運
用が可能となる

ベンダー ・ユーザと細部につい
ての話し合いが可能に
なり、リスクを低下させ
ることが出来る

・価格見積作業を
自信を持って実施
することが出来る

・技術力やリスク対
応力などが正当に評
価されるので納得あ
る、結果になる

・仕様変更が少なく
予定通りのプロジェ
クトマネージメントが
可能になる

・運用担当への引継
ぎが確実になされ、正
しい評価が得られる

要件定義～価格交渉まではJISA「新たな価格モデルに関する調査研究」（P.28）参照
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副特性 評価の観点 内容 影響度％

評価基準顧客窓口特性 問い合わせに対するレス
ポンス、約束期限の遵守
度合い、方針・仕様に関す
る決定が覆る度合いを評
価する

窓口の数、窓口の
経験、性格、指導力
を評価する

要件定
義

設計 製作 テスト

（-10） -10 ー -7 窓口はひとつに統一されて
おり、期限どうりに方針を決
定する

（-5） -5 ー -4 窓口はひとつに統一されて
おり、ほぼ期限どうりに方針
を決定する

（ 0 ） 0 0 窓口はひと に統 されて

顧客窓口特性
（フェーズ別見積金額に対して下記の金額を加減算する）

＜見積：生産性＞

（ 0 ） 0 ー 0 窓口はひとつに統一されて
おり、ほぼ期限どうりに方針
を決定するが、多少覆るこ
とがある

（10） 5 － 4 期限の遅延、決定事項が覆
ることが多い

（20） 10 － 7 概ね期限は遅延し，決定事
項が頻繁に覆る

影響度は受注者側から見た判断である。

この追加影響度を避けるためには、発注者側のキーマンの意思決定力を高める必要がある

設計フェーズ以降の請負契約の場合は要件定義欄は不要である。
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高 中 低

システム開発のオーナー意識 高い 曖昧 無し

契約金額 必要と認めた分は承認 できるだけ安いのが良い 値切に値切る

皆無

後付けの智恵の仕様増加

約束納期厳守 約束納期甘い 約束納期守れず

緻密なレビュー 曖昧レビュー レビューは無し

開発規模 ほぼ予定通り やや増加 大幅増加

ソフトウエア仕様書のチェック

顧客キイマンの資質

システム要求仕様書の定義 完全 曖昧

顧客キーマンの資質分析

顧客のキーマンの資質の応じてベンダーの苦労が決まる

＜見積：参考＞

開発規模 ほぼ予定通り やや増加 大幅増加

仕様変更 殆どなし 頻発 多発

開発時の追加支払い 不要、あれば全額支払い 大幅な値切り 要求すれどゼロ回答

カットオーバー 計画通り又は早期化 納期確保に苦戦 納期遅れ常態化

粗利率 高い 計画より低下 低い、場合によっては赤字

運用時のトラブル 殆ど無し 時々 頻発

運用費用 低コスト 増加しがち 高コスト

キイマンの常用言 当社分の開発責任作業は
実行します。

できるだけ開発会社が実行し
てください

当社ではＩＴは判らないから全
て開発会社にお任せします

完了時の発言 又次の開発もお願いします 曖昧 次は別のベンダーと開発した
い

開発担当ベンダーＳＥの発言 又次の開発も下さい （キイマンが変れば考えます） ２度と一緒に仕事したくない

システムが大規模になるほど顧客キーマン（Project owner)が大切
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副特性 評価の観点 内容 影響度％

評価基準工期の厳しさ 基準工期に対しての短縮率
と対応方法

基準工期に対しての
短縮率と対応費用
の明示

要件定
義

設計 製作 テスト

（0） 0 0 0 基準工期に対して▲5％未満

（3） 3 1 2 基準工期に対して▲5％

～▲10％未満以内

工期の厳しさ
＜見積：生産性＞

（6） 6 3 4 基準工期に対して▲10％

～▲20％未満

（10） 10 5 7 基準工期に対して▲20％

～▲30％未満

工期短縮率＝（希望工期ー基準工期）÷基準工期×100で計算する。

ＪＵＡＳ基準では、１００人月以上のプロジェクトであれば、基準工期＝２．４×〔投入人月の立方根）で基準工期
を算出する。１００ｍ未満はこの基準の30％低い値を活用する
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標準より長い工期 標準 25％工期短縮 25％以上工期短縮

工期の
標準の
考え方 

金融等欠陥の発生を

無くしたい品質重視

のプロジェクトの場合

工数の立方根の 2.4

倍（例：1000 人月のプ

ロジェクトは 24 箇月） 

ユーザーの要望 

流通業のシステム化

などに多い。 

ユーザーのやむを得

ない外的事情で実施

する場合（対コンペ戦

略、新商品の販売、

株式の上場、企業の

統合など） 

スケジュ
ーリング
対応策 

充分なシステムテスト

期間の確保 

中日程計画の充実 

（役割分担別ＷＢＳ管

理） 

中日程計画の充実 

（週間別管理） 

小日程計画の充実 

（日別管理） 

その他 ・品質重視のテスト計 ・WBS による総合計 同左+ 同左+ 

納期の評価尺度とアクション
＜見積：生産性＞

の対応
策 

画書及びテストケー

スの緻密化 

・安定稼動のための

分割立ち上げ等 

画と局面化開発 

・レビューの徹底 

・テストケース充実 

・コンバージョンデー

タのフル活用 

・確実な変更管理 

・PG の選抜 

*標準化の徹底と実

力のある一括外注の

採用。 

・システム範囲、対象

の部分稼動 

・RAD+DOA 

・性能事前検証 

・変更管理の強化 

・ベテラン PM による

采配と会社あげての

協力及び監視 

・パート図での計画 

・ベストメンバー選出 

・クリーンルーム手法

・二交代制の配置 

・顧客主体のテストチ

ーム設置 

・パッケージの活用 

・部品の再利用 

・オープンな進捗情報

管理 
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導入費用だけでなく、保守・運用費用を考慮したシステム構築を推進しないと、システム
ライフトータルでは高くなる。開発費用＋保守・運用費用の総費用を考慮する必要あり。

費用 《導入費用》

《保守・運用費用》

開発費用

期間 アプリケ シ ン保守費用

運用費用（利用期間 ）

アプリケーション

システム更改や、
障害発生時対応
等のリスク拡大

ｼｽﾃﾑﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄの重要性

代表的な基幹業務システムの寿命（07年度調査）
・自主開発のみ：16年
・ＥＲＰパッケージのみ：11年

再構築後のシステムライフサイクル（05年度調査）
・6～10年：6割、1～5年：3割 ⇒平均10年

＜見積＞

システム
ライフサイクル

ハード無償保証

▲
ハード・OS
納品

▲
ハード1年間
無償保証終了

ハードウェア有償保証（購入時にSLA（期間:3年、5年・サービス
内容:24Hr365日等）を決定するものが多くなってきている）

← 期間 → アプリケーション保守費用

《延命課題》

システム総費用＝「導入費用＋開発費用」＋「保守（ハード費用＆OS・ミドルウェア）＋アプリケーション保守費用＋運用費用」 × 「期間」

A B

アプリケ ション
無償保証

▲
アプリケーション
1年間無償保証終了

A ＜ B

▲
アプリケーション
納品
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パートナーシップ6つの課題

Ｆ．対等でない
関係

Ｅ．品質

Ｄ．契約問題

Ｃ．開発工程
が不透明

Ｂ．開発費用
が不透明

Ａ．要件未確定

＜システム開発の改善点：ベンダーとユーザー＞

６）共有すべき
[リスク」項目

の明確化

５）情報サービ
ス産業が建設
業ＣＭ方式の
運用可能性

３）契約方式と仕様
変更の在り方

４）欧米の契約形態

２）見積作業
の可視化・

標準化

１）要求定義・
要件定義の

再整理
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1% 21% 78%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=828）

ユーザー企業・ベンダー企業
間の契約形態

＜契約＞

1%

1%

19%

26%

81%

73%

1000人未満（n=566）

1000人以上（n=262）

1．ほとんどの取引で揉め事が発生する 2．一部の取引で揉め事が発生する

3．揉め事はほとんど発生しない

出典：社団法人日本情報システム・ユーザー協会「企業IT動向調査2009」P197

・契約締結後、取引において揉め事が発生する頻度
揉め事が発生する割合は、全体で22％
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どのタイプを選択するのか、プロジェクト企画時に明確にして始めること

企画開発モデルタイプ 戦略企
画

要件
定義

外部
設計

内部
設計

プログラ
ミング

総合
テス
ト

１・ＩＴ利用模索プロジェク
ト

2.標準モデル

3.米国型インハウス・モ

デル

企画開発モデルタイプ 戦略企
画

要件
定義

外部
設計

内部
設計

プログラ
ミング

総合
テス
ト

１・ＩＴ利用模索プロジェク
ト

2.標準モデル

3.米国型インハウス・モ

デル

保
守
運
用

タ
イ
プ

保
守

運
用

保 Ａ Ｖ Ｖ

保
守
運
用

タ
イ
プ

保
守

運
用

保 Ａ Ｖ ＶＸ

委 委、請 委、請

委、請 委、請 請 委

委、請 委、請

委委委

委 委、請 委、請

委、請 委、請 請 委

委、請 委、請

委委委

委 委、請 委、請

委、請 委、請 請 委

委、請 委、請

委委委

企画開発モデルタイプ 戦略企
画

要件
定義

外部
設計

内部
設計

プログラ
ミング

総合
テス
ト

１・ＩＴ利用模索プロジェク
ト

2.標準モデル

3.米国型インハウス・モ

デル

企画開発モデルタイプ 戦略企
画

要件
定義

外部
設計

内部
設計

プログラ
ミング

総合
テス
ト

１・ＩＴ利用模索プロジェク
ト

2.標準モデル

3.米国型インハウス・モ

デル

保
守
運
用

タ
イ
プ

保
守

運
用

保 Ａ Ｖ Ｖ

保
守
運
用

タ
イ
プ

保
守

運
用

保 Ａ Ｖ ＶＸ

委 委、請 委、請

委、請 委、請 請 委

委、請 委、請

委委委

委 委、請 委、請

委、請 委、請 請 委

委、請 委、請

委委委

委 委、請 委、請

委、請 委、請 請 委

委、請 委、請

委委委

契約形態と選択
＜契約＞

デル

4.日本先進企業型イン

ハウス・モデル

5.先進企業モデル

6.Ｗｉｎ－Ｗｉｎモデル

7.ユーザー開発型

デル

4.日本先進企業型イン

ハウス・モデル

5.先進企業モデル

6.Ｗｉｎ－Ｗｉｎモデル

7.ユーザー開発型

守
運
用
の
選
択

Ｂ Ｖ Ｕ

Ｃ Ｕ Ｖ

Ｄ Ｕ Ｕ

守
運
用
の
選
択

Ｂ Ｖ Ｕ

Ｃ Ｕ Ｖ

Ｄ Ｕ Ｕ

Ｘ

ユーザー企業の分担 U

ベンダー企業の分担 V

要求
定義書

要件
定義書

委

委 委

委 委 委、請 委、請 委 委

委委、請

委、請 委、請

ユーザー企業の分担 U

ベンダー企業の分担 V

要求
定義書

要件
定義書

委

委 委

委 委 委、請 委、請 委 委

委委、請

委、請 委、請 委

委 委

委 委 委、請 委、請 委 委

委委、請

委、請 委、請

デル

4.日本先進企業型イン

ハウス・モデル

5.先進企業モデル

6.Ｗｉｎ－Ｗｉｎモデル

7.ユーザー開発型

デル

4.日本先進企業型イン

ハウス・モデル

5.先進企業モデル

6.Ｗｉｎ－Ｗｉｎモデル

7.ユーザー開発型

守
運
用
の
選
択

Ｂ Ｖ Ｕ

Ｃ Ｕ Ｖ

Ｄ Ｕ Ｕ

守
運
用
の
選
択

Ｂ Ｖ Ｕ

Ｃ Ｕ Ｖ

Ｄ Ｕ Ｕ

Ｘ

ユーザー企業の分担 U

ベンダー企業の分担 V

要求
定義書

要件
定義書

委

委 委

委 委 委、請 委、請 委 委

委委、請

委、請 委、請

ユーザー企業の分担 U

ベンダー企業の分担 V

要求
定義書

要件
定義書

委

委 委

委 委 委、請 委、請 委 委

委委、請

委、請 委、請 委

委 委

委 委 委、請 委、請 委 委

委委、請

委、請 委、請
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契約形態と品質：
多段階契約のメリット

要件定義 設計 実装 件数 平均値 中央値 標準偏差 件数 平均値 中央値 標準偏差
委任 委任 委任 29 0.05 0.00 0.13 22 0.29 0.06 0.59
委任 委任 請負 10 0.02 0.00 0.04 8 0.22 0.22 0.16
委任 請負 請負 32 0.09 0.00 0.40 35 0.32 0.14 0.42
請負 請負 請負 77 0.05 0.00 0.28 61 0.65 0.15 1.83
自社開発 自社開発 自社開発 35 0.04 0.00 0.10 23 0.29 0.14 0.50

フェーズごとの契約形態 工期遅延度 換算欠陥率

＜契約＞

出典：社団法人日本情報システム・ユーザー協会「ユーザー企業ソフトウェアメトリックス調査2010」

自社開発 自社開発 自社開発 35 0.04 0.00 0. 0 23 0.29 0. 4 0.50
183 0.05 0.00 0.26 149 0.44 0.14 1.23総計

品質注）換算欠陥率：ベンダーの開発が完了し、納入後、総合テスト～安定稼働までの間に発生する欠陥数。
（大欠陥×２＋中欠陥×1＋小欠陥×1/2倍）÷投入人月

・一括請負は換算欠陥率で問題を提起

2010/11/1347S. Oda, DIC Information Service Inc.

ｼｽﾃﾑ開発の業務委託でﾍﾞﾝﾀﾞｰと
｢契約書は交わさない」企業が7％（大企業でも3％）もあり、
早急なﾍﾞﾝﾀﾞｰ管理の整備が必要といえる

ﾍﾞﾝﾀﾞｰとの契約書の
有無（企業規模別） 75%

68%

74%

83%

23%

19%

14%

7%

9%

8%

3%

19%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（n=984）

300人未満（n=316）

300～1000人未満（n=361）

1000人以上（n=307）

すべて契約書を交わしている 一部で契約書を交わしている 契約書は交わさない

＜契約＞

ﾍﾞﾝﾀﾞｰとの契約書の
有無（業種グループ別）

75%

75%

72%

71%

76%

85%

79%

76%

18%

21%

24%

16%

12%

13%

18%

6%

7%

7%

5%

7%

4%

8%

6%

19%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（n=994）

一次産業（n=114）

素材製造（n=155）

機械製造（n=241）

商社・流通（n=191）

金融（n=52）

重要インフラ（n=77）

サービス（n=164）

すべて契約書を交わしている 一部で契約書を交わしている 契約書は交わさない

・ 「金融」「重要ｲﾝﾌﾗ」は「す
べて契約書を交わしている」
比率が高い。

2010/11/1348S. Oda, DIC Information Service Inc.

出典：社団法人日本情報システム・ユーザー協会「企業IT動向調査2010」P158,159
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契約書の雛形がある企業は4割（大企業では6割）、
その利用率は100％が4割で、5割未満は大企業の方が2割と多い

契約書の雛形の有無
（企業規模別） 41%

29%

37%

58%

71%

63%

42%

59%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（n=904）

300人未満（n=286）

300～1000人未満（n=329）

1000人以上（n=289）

契約書ひな型あり なし

・企業規模が大きいほど契
約管理が適切になされてい
る。

＜契約＞

契約書の雛形の利用率
（企業規模別） 11%

7%

9%

14%

5%

4%

4%

6%

22%

30%

26%

15%

22%

14%

20%

28%

40%

45%

41%

36%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=332）

300人未満（n=76）

300～1000人未満（n=116）

1000人以上（n=140）

25％未満 25～50％未満 50～75％未満 75～100％未満 100％

・大企業の方が100%が少なく、
50%未満が増えている。
これは、種類、規模の面で多様
なシステム開発を進める上で雛
形だけでは必ずしも対応できな
い、という点が理由の一つとして
推察される。

2010/11/1349S. Oda, DIC Information Service Inc.

出典：社団法人日本情報システム・ユーザー協会「企業IT動向調査2010」P159,160

67%

70%

70%

0%

58%

74%

79%

92%

46%

46%

48%

0%

51%

53%

54%

78%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

3．システム開発の工程に応じた
ユーザー、ベンダーの役割分担

6．損害賠償責任の範囲、限度額

および期間（損害の負担のあり方）

7．納入物に関する著作権の帰属

9．秘密保持契約

契約書の中に重要な契約条項が欠落している企業が多い
「内容はﾍﾞﾝﾀﾞｰ任せでよくわからない」企業も13%存在する

契約書で定めている事項
（企業規模別 年度別）

・08年度と比べると、おおむね
必要な契約条項の記載が進
んでいる傾向は確認できるが、
契約書の内容はまだまだ不十
分。

＜契約＞

3%

9%

35%

40%

44%

68%

67%

4%

3%

37%

44%

57%

66%

2%

25%

21%

34%

26%

41%

1%

17%

28%

33%

38%

41%

10．その他

1．契約書の内容はベンダー任せで

よくわからない

4．変更管理手続

5．機能要件および非機能要件

8．第三者ソフトウェアの利用における
ユーザー、ベンダーの責任分担

2．システム開発の工程に応じた

契約類型（準委任契約か請負契約か）

1000人未満 09年度 （n=613）

1000人未満 08年度 （n=538）

1000人以上 09年度 （n=291）

1000人以上 08年度 （n=255）

・大企業でもトラブル防止に効
果がある「変更管理手続き」
は３７％、「機能要件および非
機能要件」も４４％と半数にも
達していない。

・企業規模で見ると、「著作権
の帰属」、「システム開発工程
に応じた契約類型」「第三者ソ
フトウェアの利用における
ユーザー、ベンダーの責任分
担」で差が顕著。

2010/11/1350S. Oda, DIC Information Service Inc.

出典：社団法人日本情報システム・ユーザー協会「企業IT動向調査2010」P162

IT発注に関して過去に契約上の問題が発生した企業は1/4
IT関連の法務担当がいない企業が4割（大企業でも14％）
IT関連の法務に対応できる体制作りが喫緊の課題

74%

78%

77%

65%

19%

16%

16%

26%

4%

4%

3%

6%

2%

1%

2%

2%

1%

1%

1%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（n=964）

300人未満（n=306）

300～1000人未満（n=354）

1000人以上（n=304）

これまで特に重大な問題に発展したことはない

問題となることはあったが、最終的には、相互の協議によって和解したことがある

損害賠償請求には至らなかったものの、相手方の責任とすべきことがあり、契約に基づくペナルティを科したことがある

過去に発生した契約上の問題

（企業規模別）

・企業規模別に見ると、企業規模が
大きいほど問題が生じた割合が高
くなっており、情報システムの利活
用を拡大させ、高度化させる上で、
開発ベンダーとの調整には契約上
の問題収拾は避けて通れないこと

＜契約＞

3%

3%

2%

4%

59%

42%

54%

81%

38%

56%

44%

14%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=909）

300人未満（n=286）

300～1000人未満（n=327）

1000人以上（n=296）

IT部門の法務担当 法務担当部門 IT関連の法務担当は社内にいない

訴訟には至らなかったが、損害賠償請求を行ったことがある

訴訟（裁判所による仲裁・調停等を含む）によって解決を図ったことがある

の問題収拾は避けて通れないこと
として準備する必要がある。

・経営基盤である情報システムの
管理運営を行ううえで、ベンダー
との契約、調整は不可避であり、
その観点から「IT関連の法務担当
は社内にいない」とする企業はIT
関連の法務に対応できる体制づく
りが喫緊の課題といえる。

IT関連の法務に関する相談先

（企業規模別）

2010/11/1351S. Oda, DIC Information Service Inc.

出典：社団法人日本情報システム・ユーザー協会「企業IT動向調査2010」P163

4%

3%

3%

1%

7%

6%

3%

5%

3%

3%

3%

8%

36%

35%

31%

32%

45%

40%

52%

53%

57%

57%

41%

43%

5%

5%

6%

6%

4%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

09年度 （n=985）

08年度（n=836）

09年度 （n=684）

08年度 （n=568）

09年度 （n=301）

08年度 （n=261）

全
体

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

経済産業省のｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ「情報ｼｽﾃﾑ・ﾓﾃﾞﾙ取引・契約書」を
「活用・検討中」の企業はわずか1割
信頼性向上のためにｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの認知率・普及率の向上が喫緊の課題

｢情報システムの信頼性向上に
関するガイドライン第二版[09年
3月]」（企業規模別）

・情報システムの信頼性向上に向けて、経済
産業省は「情報システムの信頼性向上に関す
るガイドライン」、「情報システム・モデル取引・
契約書」 といったガイドラインを提供している。
これは、経済産業省が情報システムの信頼性
向上・取引の可視化に向けた取引や契約のあ

＜契約＞

4%

3%

2%

2%

8%

7%

3%

5%

4%

4%

2%

8%

30%

26%

26%

21%

40%

38%

57%

60%

61%

67%

46%

45%

5%

6%

6%

6%

5%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

09年度（n=984）

08年度（n=836）

09年度（n=683）

08年度（n=568）

09年度（n=301）

08年度（n=261）

全
体

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

活用している 活用を検討中 知っている 知らない 興味がない

活用している 活用を検討中 知っている 知らない 興味がない

｢情報システム・モデル取引・契
約書」第一版[07年4月]、追補
版[08年4月]（企業規模別）

り方を検討した結果をまとめたものである。

・「情報システム・モデル取引・契約書」 には、
ユーザーとベンダー間での役割分担の明確化
や変更管理手続きの規定などが盛り込まれて
いる。

2010/11/1352S. Oda, DIC Information Service Inc.

出典：社団法人日本情報システム・ユーザー協会「企業IT動向調査2010」P164

経済産業省「情報ｼｽﾃﾑ・ﾓﾃﾞﾙ取引・契約書」
＜第一版＞と＜追補版＞の相違点

モデル取引・契約書＜第一版＞ 「重要事項説明書活用型」モデル取引・契約書＜追補版＞

公表 2007年4月 2008年4月

利用者 対等の交渉力を有するユーザとベンダ 中小企業等でITの専門知識を有しないユーザと、

業として情報サービスを提供するベンダ

適用 受託開発 パッケージ/ＳａａＳ/ASP

カスタマイズ、オプション

対象システ
ム

社会インフラ、大企業基幹系 業務システム、グループウェア

プロセス 共通フレーム2007準拠

＜契約＞

・追補版では、ITや情報システム取引、法務の専門家の人材のいない中小企業がパッケージソフトを利用して、
業務システムを導入するケースを前提としている。

・追補版の特徴は、「パッケージソフトウェア利用（SaaS、ASPを含む）」を前提とし、「重要事項説明書」による
ユーザ、ベンダの合意プロセスにある。

プロセス 共通フレ ム2007準拠

構成 ①契約締結、変更管理手続（仕様変更・契約変更）に至るまでの取引ルール

②見積時期とリスクとの関係を踏まえて、多段階契約と再見積を採用

③モデルプロセス・契約書において、関連するドキュメント（検収依頼書、検収書、セキュリティ要求仕様書、
変更管理書等）を例示

特徴 ①開発フェーズに応じた契約類型の例示（準委任、請負）

②再委託におけるユーザの承認の要否

③著作権帰属の例示

④第三者ソフトウェア、OSSの利用におけるリスク提示とベンダの責任規程

2010/11/1353S. Oda, DIC Information Service Inc.

欧米の契約形態との比較から得られた重要な示唆

• 欧米の契約形態との比較から得られた重要な示唆
– リスク

– 予算

– 情報システム部門の役割

– ビジネス要件の定義

• 議論の主なポイント
– 予算に対する考え方の違い

＜契約＞

– 契約の違い

– タイム＆マテリアル契約の特徴と注意点

– コスト、品質、納期のトータルバランス

• 議論のまとめ
– 欧米と日本ではやり方が異なる点があるが、リスクの取り方や如何

によい関係を作っていくかについては参考になる点がある。よく研究
し、日本企業らしいモデルを作れればよい。

・雇用形態の違いがシステム開発に影響をもたらしている．開発方法はどうか？

2010/11/1354S. Oda, DIC Information Service Inc.
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パートナーシップ6つの課題

Ｆ．対等でない
関係

Ｅ．品質

Ｄ．契約問題

Ｃ．開発工程
が不透明

Ｂ．開発費用
が不透明

Ａ．要件未確定

＜システム開発の改善点：ベンダーとユーザー＞

６）共有すべき
[リスク」項目

の明確化

５）情報サービ
ス産業が建設
業ＣＭ方式の
運用可能性

３）契約方式と仕様
変更の在り方

４）欧米の契約形態

２）見積作業
の可視化・

標準化

１）要求定義・
要件定義の

再整理

2010/11/1355S. Oda, DIC Information Service Inc.

建設業CM方式の適用可能性
＜契約＞

（1） 設計・施工分離方式（発注者と受注者がリスクが共有）

（2） ＣＭ方式（発注者リスクが高い）

・建設では一般的な方式。設計は設計専門会社があり、要件定義にあたる
部分も発注者と協働で、あるいは専門力で対応する。

・情報では設計（内部設計）と施工（プログラミング）は一括で請けることが
多いが、要件定義～外部設計を専門的に対応する仕組みが弱い。

・建設でも事例が増えつつある方式。ＣＭ会社が発注者のサポートを専門
的に行う 設計は設計専門会社に 施工は施工専門会社に発注されるが

（1） 設計・施工分離方式（発注者と受注者がリスクが共有）

（2） ＣＭ方式（発注者リスクが高い）

・建設では一般的な方式。設計は設計専門会社があり、要件定義にあたる
部分も発注者と協働で、あるいは専門力で対応する。

・情報では設計（内部設計）と施工（プログラミング）は一括で請けることが
多いが、要件定義～外部設計を専門的に対応する仕組みが弱い。

・建設でも事例が増えつつある方式。ＣＭ会社が発注者のサポートを専門
的に行う 設計は設計専門会社に 施工は施工専門会社に発注されるが

（1） 設計・施工分離方式（発注者と受注者がリスクが共有）

（2） ＣＭ方式（発注者リスクが高い）

・建設では一般的な方式。設計は設計専門会社があり、要件定義にあたる
部分も発注者と協働で、あるいは専門力で対応する。

・情報では設計（内部設計）と施工（プログラミング）は一括で請けることが
多いが、要件定義～外部設計を専門的に対応する仕組みが弱い。

・建設でも事例が増えつつある方式。ＣＭ会社が発注者のサポートを専門
的に行う 設計は設計専門会社に 施工は施工専門会社に発注されるが

（1） 設計・施工分離方式（発注者と受注者がリスクが共有）

（2） ＣＭ方式（発注者リスクが高い）

・建設では一般的な方式。設計は設計専門会社があり、要件定義にあたる
部分も発注者と協働で、あるいは専門力で対応する。

・情報では設計（内部設計）と施工（プログラミング）は一括で請けることが
多いが、要件定義～外部設計を専門的に対応する仕組みが弱い。

・建設でも事例が増えつつある方式。ＣＭ会社が発注者のサポートを専門
的に行う 設計は設計専門会社に 施工は施工専門会社に発注されるが

CM方式

ピュアCM方式

・基本的にリスクは発注者が負う
・コンストラクションマネージャが準委任契約
・工事費等の保障責任はない
・CM業務の不備による損害賠償責任はある
・設計、発注、施工においてプロジェクトマネジメント

を行う
・発注者は分離発注で契約をし、マネジメントを任せる

建設業界のプロジェクト方式の形態 建設業におけるCMの２方式

S. Oda, DIC Information Service Inc. 56 2010/11/13

的に行う。設計は設計専門会社に、施工は施工専門会社に発注されるが、
プロジェクトはＣＭ会社が管理する。

・情報では事例が少ないが、ＣＭ会社の育成が進めば有効性が高いと
思われる。要件定義の支援も行う。

・建設では大手ゼネコンが請けることが多い設計施工一括受注方式。
公共工事でも事例が増えつつある。高い技術やエンジニアリング力を
提供する。

・情報では発注力や管理力が十分でない発注者には有効な方式と
思われる。

（3） デザインビルド・ターンキー方式（受注者リスクが高い）

的に行う。設計は設計専門会社に、施工は施工専門会社に発注されるが、
プロジェクトはＣＭ会社が管理する。

・情報では事例が少ないが、ＣＭ会社の育成が進めば有効性が高いと
思われる。要件定義の支援も行う。

・建設では大手ゼネコンが請けることが多い設計施工一括受注方式。
公共工事でも事例が増えつつある。高い技術やエンジニアリング力を
提供する。

・情報では発注力や管理力が十分でない発注者には有効な方式と
思われる。

的に行う。設計は設計専門会社に、施工は施工専門会社に発注されるが、
プロジェクトはＣＭ会社が管理する。

・情報では事例が少ないが、ＣＭ会社の育成が進めば有効性が高いと
思われる。要件定義の支援も行う。

・建設では大手ゼネコンが請けることが多い設計施工一括受注方式。
公共工事でも事例が増えつつある。高い技術やエンジニアリング力を
提供する。

・情報では発注力や管理力が十分でない発注者には有効な方式と
思われる。

的に行う。設計は設計専門会社に、施工は施工専門会社に発注されるが、
プロジェクトはＣＭ会社が管理する。

・情報では事例が少ないが、ＣＭ会社の育成が進めば有効性が高いと
思われる。要件定義の支援も行う。

・建設では大手ゼネコンが請けることが多い設計施工一括受注方式。
公共工事でも事例が増えつつある。高い技術やエンジニアリング力を
提供する。

・情報では発注力や管理力が十分でない発注者には有効な方式と
思われる。

（3） デザインビルド・ターンキー方式（受注者リスクが高い）

CMアットリスク方式

・発注者リスクの一部をコンストラクションマネージャ
が負う

・工事完成保証や限度額保障、工期保障などを選択的に
請けて発注者リスクを軽減する

・責任遂行のためにベンダー選定などを主体的に行う

出展：経済産業省委託調査 平成２１年度IT経営普及促進に向けた調査研究報告書P86,87 JUAS

情報分野への摘要の提案

CM機能
ユーザー企業の

ユーザー企業
IS部門（IS担当者）

ダ

契約 契約

現状 情報CMのイメージ

ユーザー企業
IS部門（IS担当者）

契約

CM機能
ユーザー企業の

ユーザー企業
IS部門（IS担当者）

ダ

契約 契約

現状 情報CMのイメージ

ユーザー企業
IS部門（IS担当者）

契約

建設業CM方式の適用可能性
＜契約＞

ユ ザ 企業の
発注機能を代行
プロジェクト管理
機能を代行
必要に応じて分
割発注

元請開発ベンダー
＝プライム・コントラ
クター（単数・複数）

再委託開発企業

ユーザー企業と準委任契約
技術的中立性を保つ第三者的な
立場で、専門機能を提供
ビジネス設計支援、ベンダー選定、
契約支援
工程管理、品質管理、コスト管理

元請開発ベンダー
＝プライム・コントラ
クター（単数・複数）

再委託開発企業

ユ ザ 企業の
発注機能を代行
プロジェクト管理
機能を代行
必要に応じて分
割発注

元請開発ベンダー
＝プライム・コントラ
クター（単数・複数）

再委託開発企業

ユーザー企業と準委任契約
技術的中立性を保つ第三者的な
立場で、専門機能を提供
ビジネス設計支援、ベンダー選定、
契約支援
工程管理、品質管理、コスト管理

元請開発ベンダー
＝プライム・コントラ
クター（単数・複数）

再委託開発企業

2010/11/1357S. Oda, DIC Information Service Inc.

出展：経済産業省委託調査 平成２１年度IT経営普及促進に向けた調査研究報告書P87 JUAS

・ユーザー企業経営者の要請に基
づき応募

・ユーザー企業の経営者の支援、
契約方法、開発手法の推薦および
決定

・経営計画との整合性

・プロジェクトの目的、狙い

・予算枠確保

・CMの選定と契約

プロジェクト企画

基本設計 降 契約

準委任契約の下で作成

・準委任契約の応募

ベンダー企業のPM

審査 決定推薦 基づくベ見積 契約

・要件定義書の補足、内容確認、
使用技術の推薦または決定、調整,

・要件定義書の作成要件定義書の作
成

・Ｖｅｎｄｅｒの選定と契約支援

・プロジェクト効果評価指針の確認
と確保

・ベンダーの選定と契約

・プロジェクト評価指針の発
行

要件定義フェーズ
の契約

CMユーザー企業のPM

・ユーザー企業経営者の要請に基
づき応募

・ユーザー企業の経営者の支援、
契約方法、開発手法の推薦および
決定

・経営計画との整合性

・プロジェクトの目的、狙い

・予算枠確保

・CMの選定と契約

プロジェクト企画

基本設計 降 契約

準委任契約の下で作成

・準委任契約の応募

ベンダー企業のPM

審査 決定推薦 基づくベ見積 契約

・要件定義書の補足、内容確認、
使用技術の推薦または決定、調整,

・要件定義書の作成要件定義書の作
成

・Ｖｅｎｄｅｒの選定と契約支援

・プロジェクト効果評価指針の確認
と確保

・ベンダーの選定と契約

・プロジェクト評価指針の発
行

要件定義フェーズ
の契約

CMユーザー企業のPM

CM方式の役割
＜契約＞

・ CMとしての最終確認とカット
オーバーの推薦、リスク判断

・ ベンダーとしての状況確
認とカットオーバーへのアド
バイス

・ CM 、ユーザー、ベンダー
の実態を評価し、最終決定
責任

カットオーバー

・ベンダーとしての状況確
認とアドバイス

・ Vｅｎｄｅｒとしての契約内
容の推進と進捗報告

・品質、工期、コストの管理

・開発計画書の作成

・基本設計以降の契約への
応募

・ CMとしての評価とユーザー経営
者への報告

・プロジェクトの評価最終責
任者としての役割

効果把握

・責任者としての役割実行

・品質、工期、コストの管理責任
（場合によってはアドバイス）

・ CMおよびベンダー、ユー
ザーの状況確認と契約に基
づく支払い

プロジェクト進捗
管理

・開発計画書骨子の作成

・ベンダーへの作成依頼

・ CMおよびベンダー作成の
開発計画書の承認

開発計画書の管
理

・審査、決定・ CMの推薦に基づくベン
ダー選定、契約金額の了解

見積・契約

・ CMとしての最終確認とカット
オーバーの推薦、リスク判断

・ ベンダーとしての状況確
認とカットオーバーへのアド
バイス

・ CM 、ユーザー、ベンダー
の実態を評価し、最終決定
責任

カットオーバー

・ベンダーとしての状況確
認とアドバイス

・ Vｅｎｄｅｒとしての契約内
容の推進と進捗報告

・品質、工期、コストの管理

・開発計画書の作成

・基本設計以降の契約への
応募

・ CMとしての評価とユーザー経営
者への報告

・プロジェクトの評価最終責
任者としての役割

効果把握

・責任者としての役割実行

・品質、工期、コストの管理責任
（場合によってはアドバイス）

・ CMおよびベンダー、ユー
ザーの状況確認と契約に基
づく支払い

プロジェクト進捗
管理

・開発計画書骨子の作成

・ベンダーへの作成依頼

・ CMおよびベンダー作成の
開発計画書の承認

開発計画書の管
理

・審査、決定・ CMの推薦に基づくベン
ダー選定、契約金額の了解

見積・契約
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出展：経済産業省委託調査 平成２１年度IT経営普及促進に向けた調査研究報告書P128 JUAS

パートナーシップ6つの課題

Ｆ．対等でない
関係

Ｅ．品質

Ｄ．契約問題

Ｃ．開発工程
が不透明

Ｂ．開発費用
が不透明

Ａ．要件未確定

＜システム開発の改善点：ベンダーとユーザー＞

６）共有すべき
[リスク」項目

の明確化

５）情報サービ
ス産業が建設
業ＣＭ方式の
運用可能性

３）契約方式と仕様
変更の在り方

４）欧米の契約形態

２）見積作業
の可視化・

標準化

１）要求定義・
要件定義の

再整理
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ユーザーとベンダーが協力し合って失敗プロジェクトをなくすためには

1 契約手法の使い分け（生産物、生産性、単価、リスクの明示）

2．発手法の使い分け
（自社開発、外注化）（ウォーターフォール、イテレーション）

3．要件定義の確実化（評価方式、基準の明確化）

4．品質目標の設定と評価（非機能定義の明確化とコスト基準の策定）

共有すべきリスク
＜共有すべき「リスク」項目の明確化＞

4．品質目標の設定と評価（非機能定義の明確化とコスト基準の策定）

5．共同作業のためのコミュニケーション

が必要であり、そのための目標項目と評価指標の設定が急務である
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出展：経済産業省委託調査 平成２１年度IT経営普及促進に向けた調査研究報告書 JUAS整理
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システム全体をもう一度俯瞰する

• 開発手法に関しては万能なモノはなく、システムライ
フサイクルの長いもの、全社データウェアハウス, ト
ランザクション・データ ハブ, 大福帳などエンタータ

ープライズシステムの根幹のシステムでは堅牢性と
保守性を尊重したウォーターフォール開発を重視す
る 方 システムライフサイクルの短いもの 業務

＜システム開発に思うこと＞

る．一方、システムライフサイクルの短いもの、業務
システム、画面とその遷移や帳票設計、個別の処
理が主体のものはSOA・OOA、パッケージソフトや

アジャイル開発などで行う方法もあると考える．当社
のプロジェクト管理手法概念図を記した．また、
JUASのU字型開発モデルを記した．
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憲章
• プロジェクト定

義書

• 期待効果記述
書

• 概略スコープ

定義 デザイン
製作と検

証
稼動と展

開
プロジェ
クト解散

第1関門
(Initiate)

出発点

第2関門
(Define)

第3関門
(Design)

第4関門
(B&V)

第5関門
(Deploy)

第6関門
(Close)

要求仕様定義
• 経営品質に決定

的影響がある項
目の優先順位表

• プロジェクト判定
基準

詳細機能要件
定義書

• 詳細機能設計

システム設計

定義書

設計・製作

テスト結果
• システム・テスト

結果

• 機能テスト結果

保守計画最終
• 既知の課題

教育関係
• マニュアル

• 説明会

完了報告
• 判定結果

• 管理計画

• 継続的改善
計画

ＤＩＣ 主要英語圏プロジェクト管理手法

＜システム開発に思うこと＞

• 概略リスクと
重要成功要因

• 概算ＲＯＩ

ｽｺｰﾌﾟと計画
• 概略ｼｽﾃﾑ・ ｿﾘ

ｭｰｼｮﾝ

• 概略プロジェクト
計画

• 概略コミュニケー
ション計画

• リスク判断

• 管理計画

費用算定
• ROI

定義書
• 詳細ｼｽﾃﾑ設計

テスト計画
• 機能テスト開発

• ｼｽﾃﾑ・ﾃｽﾄ開発

保守計画

（第1草案 ）

・ 概略保守要件

教育計画
• 誰に、どの様に

保守計画

（第2草案）
• システム構成

• 説明会

・この手法（ＤＦＳＳ）はシックスシグマを習熟している企業でよく使われると聞く
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DIC日本におけるシステム開発方法

＜システム開発に思うこと＞

・日本ではｳｫｰﾀｰﾌｫｰﾙ型ﾌﾙｽｸﾗｯﾁ開発、週次進捗管理型に慣れ親しんでいる

2010/11/1363S. Oda, DIC Information Service Inc.

U字型開発モデル（JUAS）
 

要求定義

基本設計

詳細設計

プログラム設計書 単体試験

プログラム製造

総合試験

実運用試験

開始 終了

要求定義 Ｍｉｎ化

・各フェーズの発生欠陥は、相対するフェーズ
のテストで欠陥を発見する。

・最後のフェーズの総合試験または実運用試
験終了後になって仕様の欠陥が発見される。

ﾕｰｻﾞｰによる
システム要求

機能結合試験
IT戦略・企画

見積透明性（
品質・工期・生
産性）

調達（見積・契約）

新ビジネスモ
デル

保守・運用

利活用

ＩＴ投資効果評価

ＤＢパトロ
ール

＊

移行

＜システム開発に思うこと＞

・Ｕ字型開発モデルはフロント・ローディングの考えと一致する手法だと思う

要求定義

基本設計

詳細設計

プログラム設計 単体試験

プログラム製造

機能結合試験

総合試験

実運用試験

機能確認の重点

使用者への開示拠点

Ｍｉｎ化

Ｍｉｎ化

徹底レビュー

単体テスト開始前に全データコンバージョン完了

ユーザビリティ１

ユーザビ
リティ２

ライフサイクル
コスト（安定性・
信頼性）

要求定義から
設計・試験まで
のトレーサビリ
ティ確保

外注プログラマーが一緒に仕事をしている間に
ユーザーにテスト結果を提示し確認・修正する

全工程を通じて可視化、指標化ができる
プロジェクトマネージメント（ＥＡＳＥ）の実施

＊＊

注：＊＊開発用ＲＦＰ

＊要件定義用ＲＦＰ

移行
移行計画
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IT効果最大化の課題（JUAS資料）
 

ＩＴ利用者

②利用者
との磨り
合わせ

②利用者
との磨り
合わせ

①企業の特質（変化度／統制スタイル）
業務の特質（コア／ノンコア）

①企業の特質（変化度／統制スタイル）
業務の特質（コア／ノンコア）

Ｉ
Ｔ
活
用
効

・グローバル開
・コンプライアンス
・グループ経営

・経営統合
・制度変更 ・
コスト削減 ・
新商品、サー
ビスの提供 ・
情報共有 ・
企業間協業

・稼働時期設定
・失敗時のリスク予測
・成功時の効果予測
・業務要件定義能力
・業務側戦力の捻出
・業務との役割分担

・経営統合
・制度変更
・ －
・ －

・効果の把握（ﾋﾞｼﾞﾈｽｽ
ﾋﾟｰﾄﾞ、ﾋﾞｼﾞﾈｽｺｽﾄ、業務
精度、利便性）

前提条件の確認前提条件の確認

A) 経営戦略とＩＴ戦略の整合性確保
B) ﾕｰｻﾞｰ部門とＩＴ部門の協調性向上
C) プロジェクト管理レベルの向上
D) ＩＴ部門とﾕｰｻﾞｰ部門の共通運用活動目標

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

＜システム開発に思うこと＞

・最も大きなギャップはＩＴ利用者と構築者（社内ＩＴ‘ｅｒとベンダー）にある

ｼｽﾃﾑﾍﾞﾝﾀﾞｰ

ＩＴ構築者

①背景

④ﾕｰｻﾞｰ
側ＩＴ構築
者の強化

④ﾕｰｻﾞｰ
側ＩＴ構築
者の強化

③システムの持続的な成長性③システムの持続的な成長性

②目的 ④結果

効
果
の
最
大
化

⑤課題

・ＩＴ技術の変化
・ＩＴ人材枯渇
・コンセプト変化
（ex. ＥＡ)

・システム寿命
（ﾊｰﾄﾞ、ｿﾌﾄ、ﾒﾝﾃ）
・ＩＴコスト削減
・ＩＴ信頼性向上
・環境変化への対応

・柔軟性

・Packageの活用

・信頼性、柔軟性確保
・データベースの構築
・再構築のｽﾃｯﾌﾟ分割
・ｼｽﾃﾑﾗｲﾌｻｲｸﾙ設定

・多様な最新ﾂｰﾙへの対応

・ｼｽﾃﾑの持続的成長
（ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ、業務要素へ
の分解、ＩＴ人材育成）

手法の選択手法の選択 ・システム寿命
・ＩＴコスト削減
・ｼｽﾃﾑ対応の迅速性
・ｼｽﾃﾑ運用ﾚﾍﾞﾙ向上

Copyright(C)2004 by JUAS-
IT部門経営フォーラム

③方法
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まとめ パートナーシップ構築に向けて
• ユーザー企業がなすべきこと

– ①何が課題でどのように解決すべきか決断をして要求を明確にすること
– ②漏れのない明確な要件定義書を作成すること

（ベンダー企業が作成した場合はユーザー企業も納得行くまで理解すること）

– ③見積・契約に際しては、生産物量、生産性、単価、リスクの明細の提示を
求め
評価すること
④仕様が変化する ある は未決定部分が多 場合は委任契約を採用し– ④仕様が変化する、あるいは未決定部分が多い場合は委任契約を採用し、
トラブルを避けること

– ⑤仕様と効果のバランスを考え無駄な投資をしないこと
– ⑥ベンダー企業のプロジェクトマネージャーに協力しユーザー企業としての

責任を果たすこと

– ⑦必要ならばプロジェクト支援コンサルタント（建設業界でいうコンストラクショ
ンマネージャー CMｒ）を活用し、プロジェクトの成功を心がけること

– ⑧システムを活用し効果を出すことが企業に貢献することである。
効果評価をおこない業務、情報システムの改善に励むこと
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まとめ パートナーシップ構築に向けて

• ベンダー企業がなすべきこと
– ①ユーザー企業が要件定義書を作成した場合は、正しく評価し、リス

ク点を示し、十分な会話をすること

– ②要件定義書をベンダー企業が協力して作成する場合は発注者の
要求に沿った提案を心がけ最小費用で最大効果をだすこと

– ③見積・契約に際しては 生産物量 生産性 単価 リスクの明細を– ③見積 契約に際しては、生産物量、生産性、単価、リスクの明細を
提示し、透明性を確保し顧客の信頼を得ること

– ④仕様の変化、環境の変化を予測し、仕様変更がミニマムになる設
計を行いトラブル回避すること

– ⑤次工程以降の作業内容も配慮し、当初の予算枠に入るように誘導
すること

– ⑥常に技術を磨き更に良い方法を追究すること
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まとめ パートナーシップ構築に向けて

• 共同で取り組むべきこと

– ①各種作業の評価基準の作成に留意し、日本流
情報サービス産業の基礎作りに協力すること

– ②グローバルを常に意識し世界に乗り出す準備– ②グロ バルを常に意識し世界に乗り出す準備
をすること
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結語
モノ（システム作り）からコト（何が出来るか）へ
• 述べてきたようにもはやベンダーと社内IT’ｅｒが対立しているときで

はない。経営陣やシステムオーナー、社内ユーザーとコミュニケー
ションを図り要求を確実にする．
– 富士通「新要件定義手法」「価値観マーケティング」、ＩＢＭ－ＤＯＡ「ＤＦＤ

ﾓﾃﾞﾘﾝｸﾞ」など）

• 一方、ユーザーの意見を過剰に信頼することが大きなリスクであ
ることを前提にｼｽﾃﾑを開発するることを前提にｼｽﾃﾑを開発する．
– 要求工学の導入によりﾕｰｻﾞｰの“インタビューやフロー図による業務分

析”にとどまらず、“行動や思考の分析”を行い“有るべき姿”を模索する
日立「ＥＸアプローチ」などの方法論が確立してきた．

• 現場重視に加えて、経営視点でのシステム化計画が可能な環境
になってきた．
– IT経営ロードマップに纏められたように情報システムが経営を支えるコト

であるという認識が広まってきている．

・“無駄の無い業務フローを実現するｼｽﾃﾑ”、“経営をリードする情報提供シ
ステム”をグローバルに構築する力をわれわれが持っていることを認識する
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